
資料３

こども政策に関するＤＸの導入に向けた
課題について

令和５年２月１７日
こども家庭庁設立準備室



１．目的
妊娠や出産、出産後の間もない期間（出産後６か月程度まで）に関する手続きで、不便に感じたことや改善を
希望することを中心にご意見をうかがい、その課題を明らかにすることを目的としてアンケートを実施する。

２．対象
子育て家庭を中心とした国民の皆様を対象として、インターネットによるアンケートを実施。

３．期間
令和５年２月15日～令和５年３月22日

１．妊娠や出産等の手続きに関するアンケート調査について
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【アンケート募集様式（イメージ）】



２．こども政策DXの地方自治体の取組状況アンケートについて

○ こども政策のDXに係る地方自治体の取組状況を把握するため、一部の地方自治体（８都道府県、
13市区町村）に対し、その取組状況等について、アンケートを実施した（２月上旬時点）。

○ アンケートの回答については、７都道府県、10市区町村からいただいた。今後、当該結果を踏ま
え、より広く課題等を浮き彫りにするためのアンケートを実施する方向で検討を進めていく。
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都道府県 市区町村

妊娠・出産・子育て（０歳～２歳程度）に係る子育て支援施策に関する情報発信について、ご自身の地方自治体でどのよ
うなツールを使った情報発信に取り組んでいますか。（※複数回答可）

子育て支援施策に関する情報発信で利用しているツールについて

（都道府県）
○ AIを活用して、365日24時間、子育てに関する相談ができる環境を整備している都道府県が見られた。他方、当該環境の
維持にあたっては、FAQの随時の更新が必要なこと等から作業負担が大きいとの意見が見られた。

（都道府県・市区町村）
○ Webサイトやアプリについて、認知度に対する課題や、継続的な閲覧を促すことへの課題があるとの意見が見られた。

（市区町村）
○ 妊娠週数やこどもの月例・年齢に合わせた子育て応援メールの配信や、予防接種スケジュールの自己管理ができる子育て
支援アプリを導入しているとの意見が見られた。

○ 情報発信ツールが複数あることから、利用者に合わせた情報提供の在り方について検討する必要があるとの意見が見られた。

主な意見等

都道府県 市区町村

※ 上記のほか、「その他」としてSNSを活用して情報を発信している取組みなどが見られた。

子育てアプリ 各地方自治体
のホームページ
(専用サイトを含む)

紙媒体 子育てアプリ 各地方自治体
のホームページ
(専用サイトを含む)

紙媒体

（n=7） （n=10）

※「主な意見等」については、地方自治体へのアンケートで記載された記述を内閣官房こども家庭庁設立準備室において要約したもの。 4



子育て支援に係る情報発信におけるアプリの導入希望について

主な意見等

今後、子育て支援に係る情報発信に際し、子育てに関するアプリの導入を進めていくことを考えていますか（現段階の
ご希望）。

※「主な意見等」については、地方自治体へのアンケートで記載された記述を内閣官房こども家庭庁設立準備室において要約したもの。

（都道府県）
○ 現在アプリを導入していない都道府県においては、市区町村によって取組みが異なる等の理由から、実施主体である市区町
村が主体的に取り組むことが重要という意見などが見られた。

○ 既にアプリを導入している都道府県においては、インストール数を向上させるための工夫が必要などの意見が見られた。

（市区町村）
○ 現在アプリを導入していない市区町村においては、予算やアプリ導入による効果、保護者の理解を課題に感じているという
意見が見られた。また、他の地方自治体の導入例を参考に検討したい、という意見が見られた。

○ 既にアプリを導入している市区町村においては、多くの方々に利用していただくための周知方法や内容の充実について課題
に感じているという意見が見られた。
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都道府県 市区町村

都道府県 市区町村（n=7） （n=9）

アプリを導入予定 アプリの導入を検討したい。 既にアプリを導入しているが、より一層の機能の充実を目指したい。

既にアプリを導入しているため、これ以上の取組みは考えていない。 アプリを導入することは考えていない。



子育て支援施策に関する行政手続のオンライン申請の可否について

主な意見等

妊娠・出産・子育て（０歳～２歳程度）に係る子育て支援施策に関する行政手続（例：児童手当）について、ご自身の
地方自治体でオンライン申請できるような取組みを講じていますか。
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講じている。 講じていない。

市区町村
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講じている。 講じていない。

都道府県（n=10） （n=7）

（市区町村）
○ 行政手続のオンライン申請にあたっては、児童手当や保育施設の利用申し込みなどの手続きをオンライン化している例が
複数見られたが、市区町村の中には、妊娠届出や産後ケアの利用申請にオンライン化を導入しているところも見られた。

○ オンライン申請について課題として、オンライン申請の利用者がほとんどいないことや、地方自治体の独自のシステムと
の連携がないなどの意見がみられた。また、導入にあたっては、ノウハウや専門的知識のある職員が限られているなどの意
見が見られた。

（都道府県）
○ 都道府県において、子育て応援パスポートの申請をオンライン申請可能にしているところが見られた。

○ オンライン申請のシステム化に際し、国の進めている情報基盤と地方自治体の取組みとの連携が必要との意見が見られた。

※「主な意見等」については、地方自治体へのアンケートで記載された記述を内閣官房こども家庭庁設立準備室において要約したもの。 6


